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資料１ 



はじめに 

 

県土の 55％を占める森林は、木材生産のほか、県土の保全や水源のかん

養など、私たちの暮らしに欠かすことのできない様々な働きを有しており、

私たちは、古くからこれらの森林の恩恵を享受してきた。このように、私

たちにとってかけがえのない森林を、健全な姿で未来に引き継いでいかな

ければならない。 

しかし、外国産材や代替資材との競合、生活様式の変化等にともなう木

材需要の減少等による木材価格の下落や林業採算性の悪化等により、森林

所有者の林業経営意欲の減退や間伐などの手入れ不足等が進み、公益的機

能が低下した森林が増加している。そのため、平成 20 年度から 10 年間の

時限措置として、「とちぎの元気な森づくり県民税（以下「県民税」とい

う。）」が導入された。 

県民税導入から今年で９年目を迎え、課税期間終了まで残りわずかとな

ったことから、県民税の今後のあり方を検討するため、本年４月に、「とち

ぎの元気な森づくり県民税事業あり方検討会（以下「あり方検討会」とい

う。）」が設置され、平成 30 年度以降のあり方についての検討を開始した。

検討にあたっては、「とちぎの元気な森づくり県民税事業評価委員会（以下

「評価委員会」という。）」における事業の検証・評価結果や県民、市町村

長、団体への意向調査の結果などを参考に、本県の森林・林業の現状と課

題や社会経済情勢の変化等を踏まえながら、各委員が現地調査を含め５回

にわたり議論を重ね、本意見書を取りまとめた。 

県においては、この意見書の趣旨をご理解いただき、本県の森林を健全

な姿で次代に引き継ぐための取組を推進されることを期待する。 

 

 

平成 28 年 月 日 

 

栃木県知事         殿 
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座 長 
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Ⅰ これまでの県民税事業の検証と評価 

 

１ 評価委員会の検証・評価（平成 20～27 年度事業） 

 

県民税事業の実施状況については、毎年度、評価委員会により、事

業効果の検証・評価が行われ、結果等は次年度以降の県民税事業の実

施方法等に反映し、効果的・効率的な事業の実施を担保してきた。 

今年度は、県民税の今後のあり方検討を見据え、これまでの８年間

に実施した県民税事業のうち主なものについて、検証・評価が行われ、

「県民税事業の所期の目的は概ね達成されていると認められるもの

の、対策が必要とされる課題も残されている。」と評価された。 

 

２ あり方検討会における検証・評価 

 

評価委員会の評価結果及び当検討会において実施した現地調査等の

結果を踏まえ、これまでの事業に対し当検討会が検証・評価した結果は

下記のとおりである。 

 

(1) とちぎの元気な森づくり奥山林整備事業（奥山林間伐） 

緊急に間伐が必要な森林(民有人工林の約 25％)について、事業を

実施することにより森林の公益的機能の維持が図られたが、将来にわ

たり森林全体を健全な状態で維持すること、森林資源の循環利用の推

進、地権者の合意が得られない地域での事業の実施等が課題である。 

 

(2) とちぎの元気な森づくり奥山林整備事業（獣害対策） 

獣害対策の実施により被害の拡大が防止され、森林の公益的機能の

維持が図られたが、今後の獣害発生地域の拡大防止、獣害対策の強化

が課題である。 

 

(3) 明るく安全な里山林整備事業 

事業により、一部の地域については見通しが良くなり、里山林が持

つ景観や文化等の価値を活かした取組が実施されたほか、児童生徒の

通学の安全・安心の確保と野生獣被害の軽減が図れたが、交付金対象

期間終了後における維持管理の継続が課題である。 
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(4) 木材利用の推進 

木製学習用机・椅子、木製ベンチが計画どおり配付され、森林整備

の必要性や木材利用が森林保全に果たす役割の重要性等についての

理解が深まりつつあるが、それらのさらなる理解促進が課題である。 

 

(5) 県民の森づくりへの関心・理解 

森づくりホームページやとちぎ「森の楽校」などの体験講座により、

森づくり活動等への参加が促進されたほか、子どもたちの森林環境学

習等を支援し、身近な緑を守り育てることの理解が深まりつつあるが、

税事業の内容や効果等のさらなる県民への周知継続が課題である。 

 

Ⅱ 森林・林業・山村地域の現状と課題 

 

１ 森林の現状 

 

本県の森林面積は、約 35 万 ha で県土の約 55％を占めており、そのう

ち、県・市町村や個人等が所有する民有林は約 22 万 ha で、全森林の約

63％を占め、民有林の約 55％がスギ・ヒノキ等の人工林となっている。 

本県においても、戦後の木材需要の増加に応えるため、人工林の拡大

を進めてきた結果、民有人工林面積がこの 50 年間で約３万 ha 増加する

とともに、林齢構成も人工林面積の約 70％が 45 年生以上となるなど、

木材利用の適期を迎えているが利用は進んでいない。 

また、森林所有者の高齢化や山村地域の過疎化等により、森林所有の

小規模化・不在村地主化が進行し、所有者や境界が不明な森林が増加し

ており、適正な森林管理等が困難となっているほか、シカやクマ等の野

生獣による森林被害が増加し、森林荒廃の要因ともなっている。 

さらに、国民の４人に１人が罹患していると推計される花粉症の原因

となる、花粉発生量の多い 30 年生以上のスギ林面積も増加している。  

 

２ 林業の現状 

 

本県の林業を取り巻く情勢を見ると、戦後の木材需要の増大に対応す

るため、人工林を拡大し木材生産活動を行ってきたが、木材輸入の自由

化や代替資材の競合、生活様式の変化等により、国産材の需要・価格は

低迷し、林業採算性が悪化している。 
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一方、近年は、柱材などの製材需要は低迷しているが、合板原料やエ

ネルギー利用などの需要は増加傾向にあり、木材自給率も上昇傾向（H27

年 33.3％）にあるなど、近年、新たな動きも見られる。 

なお、林業従事者は 30 年前の約半数に減少しており、担い手や後継

者不足が進んでいる。 

 

３ 山村地域の現状 

 

山村地域は、過去においては、林業生産活動等を通じて日常的な森林

の整備・管理が行われるなど、森林の有する多面的機能の持続的な発揮

に重要な役割を果たしてきた。 

しかし、前述したとおり、昭和 50 年代以降、林業採算性の悪化等に

よる林業生産活動の低迷が、森林所有者の経営意欲を減退させ、林業生

産活動をさらに低下させるという悪循環を招き、林業は衰退の一途をた

どってきた。 

山村地域における基幹産業であった林業の衰退は、若年層を中心とし

た人口の流出を招き、林業従事者の減少、高齢化に拍車をかけている。 

また、かつては薪や肥料用の落葉採取場などとして地域住民に継続的

に活用されることにより維持管理されてきた里山林も、昭和 30 年代以

降、化石燃料の普及など生活様式の変化等とともに利活用が減少し、荒

廃が進んでいる。 

 

４ 森林・林業が抱える課題 

 

森林は、木材生産をはじめ、水源かん養、土砂災害防止、地球温暖化

防止などの様々な機能を有しており、県民に不可欠な共有の財産である。 

しかし、戦後に植林され利用期を迎えている人工林は、木材需要の減

少や木材生産活動の低下等により、伐採が進まず高齢林化しており、公

益的機能の低下に直面している。そのため、新たな需要の創出など、森

林資源の多様な有効活用が重要な課題となっている。 

また、戦後の復興期から高度経済成長期を経て今日における木材の需

要構造及び需要量は大きく変化しており、人工林に偏った本県の森林構

成とは、大きな需給のミスマッチが生じている。このため、今後、広葉

樹への樹種転換や針広混交林への誘導を図るなど、多様な森づくりを積

極的に進めることが必要である。 
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さらに、山村地域における人口減少や高齢化の進行にともない、森林

を守る担い手の減少が顕著となっており、それに加え、森林所有の小規

模化や不在村地主化が進み、所有者や境界等が不明な森林が増加してお

り、森林の適正な管理を維持していくことが課題となっている。 

 

Ⅲ 県民・市町等の意見 

 

 平成 30 年度以降の県民税のあり方を検討するにあたり、県は県民・

市町長・関係団体等の意向を確認するため、下記のとおり意向調査を実

施した。 

 

１ 県政世論調査         20 歳以上の男女 1,373 人 

（回答率 68.7%） 

２ 森林環境に関する県民意識調査 18 歳以上の男女 1,166 人 

３ 市町長意向調査        25 市町長 

４ 団体等意向調査        経済･消費者･林業関係 22 団体

（回答率 62.8%） 

 

意向調査の結果は、下記のとおりであった。 

 

１ 森林の多面的（公益的）機能の重要度・認知度について 

①  県民の約 81％が公益的機能を認知し、約 83％が公益的機能の 

 低下を憂慮していると回答 

②  木材利用が森林の公益的機能の維持につながると認知してい 

 る県民は約 56％にとどまる 

③  市町長・団体ともに、災害防止、水源かん養、地球環境保全機 

能を重要視していると回答 

 

２ 県民税の必要性について 

① 県民の約 64％が、森林荒廃に対し｢何らかの対策が必要｣と回答 

② 県民の約 78％が、森林の公益的機能を維持するための税負担は

必要と回答 

③ すべての市町長、大多数の団体が県民税の継続を希望するが、

事業内容は見直しが必要と回答 
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３ 県民税事業で実施の必要性が高い事業について 

① 市町長は、里山林の保全、皆伐などの実施による森林資源の

循環利用の促進、獣害対策が上位 

② 団体は、皆伐などの実施による森林資源の循環利用の促進、

木材の利活用促進、林業の担い手育成が上位 

③ その他、所有者・境界の明確化、木質バイオマスの利活用に 

ついて関心が高い 

 

４ 課税方式について 

市町村長の多くが、現行の課税方式でよいと回答 

  

これらの意向調査の結果を総括すると、県民・市町長・関係団体と

もに、公益的機能が低下しつつある森林の現状を認識し、公益的機能

のさらなる維持・向上を図るためには、今後も県民税により対策を講

じる必要があると考えていることがうかがえる。 

 

これらの結果を参考に、県民税のあり方の検討を進める。 

 

Ⅳ 平成 30 年度以降の県民税のあり方についての意見 

 

  Ⅰ～Ⅲを踏まえ、今後の県民税のあり方について、以下のとおり意見

を取りまとめた。 

   

１ 継続の必要性について 

 

林業・木材産業を取り巻く状況は、合板の原料や木材のエネルギー

利用等の需要の増加、違法木材の輸入規制による国産材回帰等により、

木材自給率が上昇傾向にあるなど、少しずつではあるが新たな動きが

見え始めている。 

一方で、林業や森林整備・保全を担っている山村地域においては、

人口減少と高齢化の進行により、地域社会が存続の危機に直面してい

るため、森林所有者の林業生産活動のみによって森林が守り育てられ

る環境にはなっていない。 

このような林業の現状を踏まえ、県民に対し行った意向調査では、

約８割が森林荒廃を心配し、税負担による何らかの対策が必要と回答
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しており、また、すべての市町長や大多数の団体が税の継続を希望し

ているという結果が出ている。 

このため、平成 30 年度以降についても県民税を継続し、引き続き、

森林の持つ公益的機能の恩恵を享受しているすべての県民の参加と

負担により、適正な森林整備や管理を行い、将来にわたり森林の機能

を維持向上させていく必要がある。 

 

２ 施策の方向性、税の使途について 

 

(1) 施策の方向性 

林業経営が停滞する中で、手入れがされず荒廃した森林が増えてい

る状況を踏まえ、これまでの県民税事業は、それらの手入れ(間伐)に

重点をおいた事業を長期的・計画的に実施し、進捗も順調に推移して

おり、税導入時の目的はほぼ達成する見込みである。 

しかし、利用適期を迎えている人工林の増加、森林所有者や境界等

が不明な森林の増加、野生獣被害の増大など、早急な対策が必要な課

題も多い。 

このため、平成 30 年度以降の県民税事業の方向性については、次

の世代に豊かな森林と環境を引き継ぐために県民協働による森づく

りを進めるという税導入時の基本理念を踏まえるとともに、森林の現

状や木材需要の変化、山村地域の過疎化の進行などの社会経済情勢が

変化していることを考慮し、当面、緊急を要する対策や将来の本県の

森林の姿を見通した、効果的な事業に充てる必要がある。 

 

  (2) 税の使途 

税の使途については、次の諸点を考慮し、決定することが望ましい。 

 

  ① 森林資源の循環利用の促進 

  戦後に植林し利用適期を迎えている人工林を伐採し、資源として

活用するとともに、植栽による若返りを進め、森林の健全性の維持

を図ることが必要である。 

このため、森林資源の循環利用を促進させる取組を一体的に支援

するなどすることにより、林業生産活動の活発化による森林整備の

促進や、CO2 吸収量の増加等の公益的機能の維持増進を図っていく

必要がある。 
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②  持続的な森林管理が可能な森づくり 

森林資源の活用及び伐採後の森林整備においては、戦後の拡大造

林の時代と木材の需給構造が大きく変化している。 

このため、生育条件の悪い人工林の自然林化、集成材やエネルギ

ー利用に適した樹種への転換など、管理にかかる追加費用を最小化

し、持続的な森林管理が可能となるよう誘導していく必要がある。 

 

③  新たな木材需要の創出 

森林が資源として十分に活用されるためには、生産量に応じた需

要の創出・拡大が必須であることから、林業生産活動の活発化と木

材需要の創出を両輪として進めていくことが必要である。 

このため、木材を利用することが森林保全につながることに対す

る県民理解をさらに深め、幅広い分野での木材の利用を促進すると

ともに、産官学が連携を図り、新たな木材需要の創出や技術開発等

を行っていく必要がある。 

 

④  森林所有者対策及び野生獣被害防止対策 

森林荒廃が進む要因として、林業生産活動の停滞による森林の手

入れ不足に加え、森林所有者や境界が不明な森林の増加、野生獣被

害の拡大などがあり、今後さらに深刻化していくことが懸念される。 

このため、地籍調査の実施など、森林所有者や境界を明確にする

取組を進めるとともに、獣害対策により一層取り組む必要がある。 

 

⑤  森林を守る担い手等の人材確保・育成 

将来にわたり森林の機能を維持向上させていくためには、森林を

守る担い手の確保・育成・定着を促進していくことが必要である。 

このため、林業従事者の確保・育成はもとより、幼少期から森林

環境教育の実施等により、森林の働きや重要性の理解促進を図ると

ともに、地域ぐるみで森づくり活動への参加を推進するなど、子ど

もの頃から森林と関わる環境を整備することが必要である。 
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３ 課税方式、税率、課税期間等について 

 

(1) 課税方式 

課税方式については、森林が持つ公益的機能の恩恵を享受してい

る県民すべてが広く均しく負担するという現行の方式が定着してい

ることや、徴税主体である市町が税の継続を望んでいること等も踏

まえて、現行方式を踏襲することが適当であると考える。 

 

(2) 税額・課税期間 

税額及び課税期間については、森林の持つ多面的機能を将来にわ

たり発揮させるためには、継続的かつ長期的、計画的に事業を実施

していくことが効果的である。具体的な事業内容や規模などを精査

したうえで、事業を実施していくために必要な税額及び課税期間を

決定していくことが望ましい。 

 

４ 県民税のあり方検討に当たり考慮すべき事項 

 

(1) 事業の構築に向けて 

   林業生産活動や木材需要創出への支援は、森林所有者や民間企業

等の経済行為に対する税の投入という側面を有することから、事業

内容を十分に検討し、事業の必要性を明確にすることはもとより、投

入した税によってもたらされる公益的便益（効用）を明確に示すな

ど、納税者への説明責任を果たす必要がある。 

 

(2) 国による新税創設への対応 

現在、国では、「経済財政運営と改革の基本方針 2016（平成 28 年

６月２日閣議決定）」の中で、森林吸収源対策や地方の地球温暖化対

策に関する財源確保のため、「森林環境税（仮称）」の創設を検討する

としている。新税の創設が具体化される際には、本県の独自課税であ

る県民税についても、課税のあり方や国・県・市町の役割分担も含め

て、見直す必要がある。 


